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１． ブラジル・マクロ経済情勢 

（１）経済情勢等（８月発表の経済指標） 

（ア）中銀が週次で発表しているエコノミスト等への調査に基づくGDP成長率予測に関し，８月

25 日時点では，本年の GDP 成長率は 0.39％で先週から上方修正，明年の GDP 成長率は 2.00％と

された。また，本年のインフレ率見通しは3.45％で先週から下方修正，明年のインフレ率見通し

は4.20％とされた。 

（イ）ブラジル地理統計院（IBGE）が発表した2017年第２四半期（４～６月）のGDP成長率は，

前年同期比＋0.3％で13期ぶりにプラスに転じたほか，前期比でも＋0.2％で２期連続のプラスを

記録した。 

（ウ）７月の拡大消費者物価指数（IPCA）は単月で0.24％となり，前月の▲0.23％から上昇した。

また，過去 12 か月累計では 2.71％となり，政府のインフレ目標（4.5％±1.5％）の下限値を更

に下回る水準まで下落している。 

（エ）６月の鉱工業生産指数は，前年同月比＋0.5％で２か月連続でプラスを記録した一方，前月

比では±0.0％で横ばいとなった。 

（オ）７月の貿易収支は，輸出額は187.67億ドル（前年同月比＋14.9％，前月比▲5.1％），輸入

額は124.71億ドル（前年同月比＋6.1％，前月比▲1.0％）で，差引き62.95億ドル（前年同月比

＋37.6％，前月比▲12.4％）となり，29か月連続で貿易黒字を記録した。 

（カ）６月の小売売上高は，前年同月比＋3.0％で３か月連続でプラスを記録したほか，前月比で

も＋1.2％となり，２か月ぶりにプラスに転じた。 

（キ）全国の失業率（５～７月の移動平均）は12.8％となり，前回の公表値（４～６月の移動平

均）から0.2％下落して４か月連続で改善した。 

 

（２）経済政策等 

（ア）８月15日，メイレレス財務大臣及びオリベイラ企画開発行政管理大臣（企画大臣）は，2017

年度及び2018年度のプライマリーバランス目標の変更等を発表し，連邦政府のプライマリー赤字

額は，これまでの2017年に▲1,390億レアル，2018年に▲1,290億レアルから，２年とも▲1,590

億レアルに引き下げるとともに，2018 年の GDP 成長率予測を 2.5％から 2.0％に下方修正した。

また，2018年に不足が見込まれる445億レアルを捻出するため，連邦政府職員に対する給与改定

の12か月延期等の措置を併せて発表した。 

（イ）８月23日，大統領府は，伯電力公社（エレトロブラス社）を含む国営企業，空港，道路，

港湾，送電線等の57の事業を新たにPPI（投資パートナーシップ・プログラム）に加えて民営化

する計画を発表した。政府の試算では，本57事業の民営化により440億レアルの歳入をもたらす

とされている。 

（ウ）８月31日，政府は2018年度予算案（PLOA）を連邦議会に提出した。 

 

（３）中銀の金融政策等 

 ８月は政策金利（Selic）を決定する中銀の金融政策委員会（Copom）は開催されていない。次

回会合は，９月５・６日に開催予定。 
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（４）為替市場 

（ア）８月のドル・レアル為替相場は，１ドル＝3.1～3.2レアルの狭いレンジで安定的に推移す

る展開となった。 

（イ）月の前半は，しばらくの間は方向感のない展開が続いたものの，その後は米朝間の緊張の

高まりを受けたリスクオフの動きに加えて，政府のプライマリーバランス目標達成への懐疑的な

見方が広がり，レアルはやや軟調に推移した。 

（ウ）月の後半は，プライマリーバランス目標の引下げが小幅にとどまったことや鉄鉱石価格の

上昇等が好感され，レアルは堅調に推移した。月末は１ドル＝3.1491レアルで取引を終えた（前

月比0.8％のドル高・レアル安）。 

 

（５）株式市場 

（ア）８月の伯の株式相場（Ibovespa指数）は，ほぼ一貫して上昇する値動きとなった。 

（イ）月の前半は，大手銀行の堅調な決算や政府の歳出削減策の発表等が好感され，株価指数は

68,000ポイント台まで上昇した。 

（ウ）月の後半は，エレトロブラス社の民営化が発表されたこと等が好感され，株価指数は一気

に70,000ポイント台まで続伸した。月末の株価指数は70,835.05ポイントとなり，前月比＋7.5％

の上昇となった。 

 

２．ブラジル政治情勢（８月の出来事） 

【内政】 

（１）テメル大統領の起訴を巡る動向 

（ア）１日，連邦議会が再開し，２日，伯連邦下院は，連邦検察庁によるテメル大統領に対する

起訴（収賄容疑）を否決（起訴反対：263，起訴賛成：227，棄権：2，欠席：19）。 

（イ）８日，テメル大統領弁護団は，ジャノー検事総長の態度は中立ではなく職務範囲を超えて

意図的に政権を追い込もうとしていると指摘し，連邦最高裁に判断を要請（後日，連邦最高裁は

右要請を却下）。 

（ウ）１６日，リマ元政府庁長官（ＰＭＤＢ）が，両替商フナロの司法取引を妨害した司法妨害

容疑で逮捕（２２日，ブラジリア連邦裁判所は，右容疑にかかる連邦検察庁の起訴状を受理）。 

（エ）２２日，両替商フナロと連邦検察庁の司法取引が成立（フナロは，ＰＭＤＢの不正資金ス

キームに深く関与していたとされる人物で，本年５月に公開されたテメル大統領とバチスタ元Ｊ

ＢＳ社社長との会話音声記録の中でも，クーニャ元下院議長と並び口封じの買収対象として言及

されていた人物）。 

（オ）３１日，連邦検察庁は両替商フナロの新たな供述内容を連邦最高裁に提出（連邦最高裁の

担当ファキン判事が法的根拠として承認するかどうか検討）。 

 

（２）ラヴァ・ジャット捜査関連 

（ア）１日，モロ・クリチバ連邦裁判事は，ルーラ元大統領に対する収賄（アチバイア 

市の別荘改修にかかる資金をオーデブレヒト社から不正受領）及びマネロン容疑の起訴状を受理。 

（イ）２２日，連邦最高裁は，コロル元大統領（現上院外交国防委員長，ＰＴＣ）に対する連邦
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検察庁の起訴状（ペトロブラス系企業BR Distribuidora社から２９００万レアルを収賄した容疑）

を受理。 

（ウ）２２日，連邦検察庁は，ベンディネ元ペトロブラス社総裁を起訴（総裁時代にオーデブレ

ヒト社に便宜を図り，３００万レアルを収賄した等の容疑）。２４日，クリチバ連邦裁は同起訴状

を受理。 

（エ）２５日，連邦検察庁は，ペトロブラス系列燃料輸送会社Transpetro 社の汚職事件に関し，

ＰＭＤＢの複数の重鎮議員（カリェイロス前上院議長，アウヴェス上院議員，ジューカー政府上

院院内総務，ハウピ上院議員，サルネイ元大統領）を収賄とマネロン容疑で起訴。ジューカー政

府上院院内総務に関しては，続いて２８日にもオーデブレヒト社からの収賄容疑で別途起訴。 

（オ）２８日，連邦最高裁判所ウェベル判事は，セーハ上院議員（ＰＳＤＢ，前外務大臣）が２

０１０年の上院議員選挙でＪＢＳ社から不正献金を受領していた容疑で，連邦検察庁に捜査を許

可。 

 

（３）連邦議会の動向 

（ア）９日，政治改革に関する下院特別委員会は，カンジド下院議員（ＰＴ）が提出した報告書

（３６億レアルの選挙資金特別基金の創設，副大統領・副知事・副市長の副ポストの廃止，２０

１８年の下院議員選挙及び州議会議員選挙，２０２０年の市議会議員選挙に限り，現在の比例代

表制ではなく、大選挙区制を採用する等）を賛成多数で可決。１５日，同委員会は，カンジド報

告書に基づく憲法改正案を可決。 

（イ）１６日，メンデス選挙高等裁判所長官は，マイア下院議長及びオリヴェイラ上院 

議長に対し，議院内閣制（直接選挙で選出された大統領が国家元首となり，下院で選出された首

相が国政を担当）の導入に関する憲法改正案を提出。 

（ウ）２２日，ＰＳＤＢのアエシオ・ネーヴェス党首（一時停止中）とジェレイサッチ 

党首代行が協議し，同党は連立与党に当面留まることで合意。 

（エ）２３日，政治改革に関する下院特別委員会は，ジェリダン下院議員（ＰＳＤＢ）の提案し

た法案（２０１８年から比例代表選挙における政党連合を禁止，政党成立要件の厳格化等を規定）

を柱とする憲法改正案を可決。 

 

（４）その他 

（ア）１２日，２０１３年にボリビアからブラジルに亡命したロジャー・モリナ元上院議員が，

ゴイアス州で自家用機を操縦中に墜落し，１６日に死亡（同元議員の亡命は，在ボリビア伯大使

館員の手引きで行われ，両国の外交問題となった経緯あり）。 

（イ）１８日，ルーラ元大統領，恒例の北東部遊説を開始。 

 

【外政】 

（１） ベネズエラ情勢 

（ア）５日，サンパウロにてメルコスール外相会議（議長国：伯）が開催され，結果，ウシュア

イア議定書に基づく民主主義条項の適用によるベネズエラの「資格停止」が正式に決定。停止の

終了には，同国の民主的秩序の完全回復の達成が必要とされる。 
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（イ）８日，ヌネス外務大臣は，リマで開催されたベネズエラ情勢に関する外相会合に出席。ブ

ラジル，アルゼンチン，カナダ，チリ，コロンビア，コスタリカ，グアテマラ，ホンジュラス，

メキシコ，パナマ，パラグアイ，ペルーの外相及び代表が出席した同会合では， ベネズエラの民

主主義秩序の断絶に対する非難，制憲議会及び同議会による行為の否認等を内容とする「リマ宣

言」を採択。 

（ウ）１２日，伯外務省は，トランプ米大統領がベネズエラに対し，軍事的な選択肢も排除しな

いと発言したことに対し，メルコスールとして反対する旨の声明を発表。 

（エ）１８日，伯外務省は，ベネズエラ制憲議会による国会からの立法権の剥奪をメルコスール

として非難する声明を発出。 

 

（２）水銀に関する水俣条約の批准 

 ８日，伯政府は，水銀及び水銀化合物の人為的な排出から人の健康及び環境を保護することを

目的とする「水銀に関する水俣条約」を批准。 

 

（３）米シャーロッツビルにおける事件 

１４日，伯外務省は米国ヴァージニア州シャーロッツビルで発生したで発生した白人至上主義

グループと反対派の衝突事件に関して遺憾の意を表する声明を発出。 

 

（４）バルセロナにおけるテロ事件 

１７日，伯外務省は，バルセロナで同日発生したテロ事件につき，動機の如何に関わらずテロ

行為を非難するプレスリリースを発出。続いて，同日夜，伯外務省はメルコスール議長国として

の非難声明も併せて発出。 

 

（５）カルテス・パラグアイ大統領訪伯 

（ア）２１日，カルテス・パラグアイ大統領は伯を国賓訪問し，テメル大統領と会談を行った。 

（イ）今次訪問の結果，両国は主に，①国境地帯の水資源保護（グアラニ地下水脈協定の批准手

続に関する情報交換），②イタイプー水力発電所（イタイプー条約の見直しに向けた準備等），③

国境地帯統合のためのインフラ整備（現在進行中のプロジェクトに対する資金調達に関する協議），

④国際犯罪対策（昨年１１月に伯において開催された「南米南部国境地帯安全保障閣僚級会議」

の継続，並びに伯・パラグアイ合同委員会を通じた，国際犯罪摘発のための二国間協力の強化）

等について合意した。 

 

（６）ヌネス外相の欧州訪問 

（ア）８月２５日～３０日，ヌネス外務大臣は，ロンドン，パリ，ブリュッセルを歴訪。伯外務

省声明によれば，訪問目的は欧州諸国との伝統的パートナーシップの強化とされる。 

（イ）２５日，ヌネス外相は，ロンドンにおいてジョンソン外相と会談。同会談では，伯のＯＥ

ＣＤ加盟，環境課題，国連安保理改革，二国間貿易投資促進等について協議を行った模様。 

（ウ）２８日，ヌネス外相は，パリにおいてル・ドリアン欧州・外務相と会談する。同会談では，

２００６年に合意した戦略的パートナーシップに基づく，国境協力，防衛・宇宙分野の計画，平
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和維持や気候変動等のグローバルアジェンダ，ＥＵメルコスールＦＴＡ交渉に焦点を当てた貿易

投資分野につき協議を行った模様。 

（エ）２９～３０日，ヌネス外相は，ブリュッセルにおいて，カタイネン欧州委員会副委員長兼

雇用・成長・投資・競争力担当委員，及び，マルムストローム貿易担当欧州委員と会談。同会談

では，伯議長下のメルコスールとＥＵ間のＦＴＡ交渉の締結について協議。また，ヌネス外相は

タヤーニ欧州議会議長及びモゲリーニ欧州委員会副委員長兼欧州連合外務・安全保障政策上級代

表とも会談し，２０１７年に１０周年を迎えるブラジル・ＥＵ戦略的パートナーシップの深化に

ついて協議を行った模様。 

 

３．トピックス 

（１）ブラジル産業財産庁と協力関係を拡大する覚書に署名 

 ８月１日、ブラジル産業財産庁のピメンテル長官が特許庁を訪問し、宗像特許庁長官と会談した。

会談では、今年4月から両庁間で開始された特許審査ハイウェイ（PPH）や実体審査における協力

を含む産業財産分野における協力の拡大を目的とする新しい協力覚書に署名し、両庁間の協力

を今後更に強化していくことを確認した。 

 

（２）恒川惠一政策研究大学院大学特別教授による講演の実施 

 ８月１５日、恒川惠一政策研究大学院大学特別教授は、ブラジリア連邦大学アジア・ラテンアメリ

カ研究センター主催の学術セミナーにて、「Achievement and Challenges of the Emerging-ecomony 

States: Latin America and Asia in a Comparative Perspective」と題する講演を行なった。また、公演

に引き続き、活発な質疑応答も行われ、その後、同大学教授や学生を交え、意見交換会が行われ

た。 

 

（３）連邦補足法１６０/２０１７号の成立について（在マナウス総領事館） 

（ア）テメル大統領は８月８日，商品サービス流通税（ＩＣＭＳ）の税制恩典付与並びに恩赦に関する

補足法１６０/２０１７号を裁可（承認）した。これまでは，各州政府が税制恩典を付与する場合，全

国財政政策審議会（Confaz：全州の財務局長から成る）で全会一致の承認を得ることが義務付け

られていたが，今後は，各地域（北部，北東部，中西部，南東部，南部）毎の1/3以上かつ全体の

2/3以上の同意を得られれば税制恩典を付与できる。また，これまでConfazの全会一致の合意な

しに事実上違法に付与されてきた税制恩典に関しても，同補足法施行後１８０日以内にConfazで

追認されれば合法とされる。更に今般，税制恩典の付与，また，延長に関しては業種に応じて１～

１５年までの期限が定められた。 

（イ）同補足法の成立に対して，アマゾナス州の官民は，マナウス・フリーゾーン（ＺＦＭ）に連邦憲

法により特権的に認められた税制恩典による競争力を損なう措置であるとして断固反対する構え

である（注：連邦憲法はＺＦＭが特権的に扱われる大義名分の一つとして北部地域の発展を謳って

いる）。ＺＦＭには製造業だけでブラジル内外の約４６０社が生産拠点を置いているが（２０１６年１

２月現在），これは南東部等の国内大消費地（大市場）と遠隔地であることの諸コストを払ってもな

お十分な利益を得られるだけの大きな税制恩典が存在するためである。同補足法によりＺＦＭ以

外のブラジル他地域でもより簡易な条件で税制恩典が与えられれば，ＺＦＭが有する相対的な競
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争力を損ねることになり，最悪の場合ＺＦＭ所在企業の域外転出などが起こり得るため，アマゾナ

ス州の政財界は懸念を隠していない。 

（ウ）最初に批判の矢面に立たされたのは，アマゾナス州選出の１１名の国会議員である（上院３

名，下院８名）。同補足法案の賛否に関する採決では３名が賛成，１名が反対，１名が白票，６名

が欠席という有様だったためＺＦＭの権益を守らなかったのは怠慢であると指弾されたが，セラフィ

ン・コレア／アマゾナス州議員（ＰＳＢ）は，１５年後の２０３２年には他州はＩＣＭＳ恩典を付与できな

くなり，その後はＺＦＭ延長が憲法上認められている２０７３年まで税制恩典を付与できるのはアマ

ゾナス州のみとなるとして，中長期的にはＺＦＭにとって悪くはないとの持論を展開し同僚国会議

員を弁護した。 

（エ）８月２２日，同補足法がＺＦＭに与える影響を最小限に抑えることを目的として，アマゾナス州

政府と同州所在企業家からなる合同委員会が結成された。アルメイダ州知事代行は，他州が付与

するＩＣＭＳの税制恩典の承認期限と定められている今後１８０日間，同州政府の立場や考えを伝

えるために同州政府のチームがConfazに働きかけ，全ての解釈を検討した上で法的措置を取る

か否か判断すると発表した。 

（オ）これに先立つ８月１５日，アマゾナス州検察庁（ＰＧＥ），マナウス市議会，アマゾナス州議会は

共同で，補足法１６０/２０１７号に対して，最高裁（ＳＴＦ）に直接違憲訴訟（Ａｄｉｍ）を提起する方向

で準備している旨声明し，タデウ・デ・ソウザ同州検事総長は，過去の同様の違憲訴訟では７割以

上の戦績で勝訴していると述べているところ，上記（４）の働きかけの如何によってはいつでも STF

における法廷闘争に発展し得る状態にある。ＺＦＭには工業部門で 30 社の日本企業が進出してい

るところ，在マナウス日本国総領事館としても本件を予断することなく鋭意フォローして参る所存。 

 

４．大使館からのお知らせ 

（１）文化イベント 
第２３回地域スピーチコンテスト（ブラジリア） 
日時：9 月 17 日（日） 
場所：Escola Modelo de Língua Japonesa de Brasília – SGAN 611, Modulo A, Conj. C 
内容：各参加者が、スピーチを通して、日頃の日本語学習の成果を披露。 
 

草月生け花展 － 花で表現する芸術（ブラジリア） 
日時：9 月 22 日（金）〜24 日（日） 
場所：Casa Park Shopping SGCV Sul Lote 22   
内容：日本草月学校創立９０周年記念とブラジリアの３０年活動記念のブラジリア草月生け花展 
 

カリアンドラ展 – 硝子で出来たセラードの花（ブラジリア） 
日時：9 月 22 日（金）〜24 日（日） 
場所：Casa Park Shopping 
内容：日本で技法を学んだ当地在住のアーティストによるガラス細工展。 
 

第８回日本食祭り（ブラジリア） 
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日時：9 月 23 日（土） 
場所：ACENBVB - Vargem Bonita 
内容：日本料理と文化の紹介。代表的な食べ物：焼きそば、うどん、寿司、手巻き、餃子、刺身、

焼き鳥、春巻き、天ぷら、お好み焼き、和菓子等。アトラクション：太鼓、踊り。 
 

第 27 回春祭り（クリチバ） 
日時：9 月 30 日（土）～ 10 月 1 日（日） 

場所：クリチバ市バリグイ公園内エキスポ・ルノー・バリグイ会場 

内容：クリチバ市 3大祭りの一つであり、出店、舞台での公演、和食コーナーなどを通し日本文

化を紹介。在クリチバ日本国総領事館もブースを出展しサンパウロ在住の小池日本食普及親善大

使による日本食の講演、お城など模型の展示、浴衣着付け体験や日本の玩具体験などを通して様々

な日本文化を紹介する。 

 

（２）外務省 海外安全ホームページ 

  各国の危険情報や安全対策など、海外赴任、出張及び旅行をする際の留意点が掲載され

ている。 

http://www.anzen.mofa.go.jp/ 
 

（３）ブラジル渡航情報 

（ア）危険情報 

５月９日付で内容を改訂したので御確認いただきたい。以下の地域が「レベル１：十

分注意してください。」となっているので、詳細をホームページで確認いただきたい。 

・ブラジリア連邦区（継続） 

・サンパウロ州大サンパウロ圏及びカンピーナス市（継続） 

・リオデジャネイロ州大リオ圏（継続） 

・アマゾナス州大マナウス圏（継続） 

・パラー州大ベレン圏（継続） 

・ペルナンブコ州大レシフェ圏（継続） 

・バイア州大サルバドール圏（継続） 

・エスピリトサント州大ビトリア圏（継続） 

・パラナ州大クリチバ圏（継続） 

・リオ・グランデ・ド・スル州ポルトアレグレ市（継続） 

http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_259.html 
（イ）安全対策基礎データ 

主要各州、都市毎の犯罪発生状況、防犯対策及び滞在時の留意事項等に加え、査証、

出入国審査や大使館、総領事館の緊急連絡先が掲載されている。 

http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcsafetymeasure.asp?id=259 
（ウ）テロ・誘拐情勢 

http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcterror.asp?id=259 

http://www.anzen.mofa.go.jp/
http://www.anzen.mofa.go.jp/info/pcinfectionspothazardinfo_259.html
http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcsafetymeasure.asp?id=259
http://www2.anzen.mofa.go.jp/info/pcterror.asp?id=259
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